
計画額 実績額 うち交付金額

単位：円 単位：円 単位：円 指標値 単位 目標年月 実績値
事業効果

（Ａ～Ｄの４段階）
今後の方
針

今後の方針の理由

指標① 受講者数 30 人 H27.10 17

指標② 正規就業者数 15 人 H27.10 5

指標③

指標④

指標⑤

指標①
新たなプログラム等実
施数

3 プログラム等 H28.3 3

指標②
子育て総合支援セン
ターにおける３歳児向
けプログラム利用者数

15 人 H28.3 15

指標③
教材用備品等の充足
率

－ H28.3 充足

指標④

指標⑤

指標① アクションプランの策定 － H28.3 策定

指標②
協議会が取り扱う旅行
商品数（増加割合）

10 ％ H28.3 46

指標③
協議会を通じて誘客・
受入れを行った旅行者
数（増加割合）

10 ％ H28.3 53

指標④

指標⑤

指標①
ＩＣＴ機器を活用した授
業及び学習時間（小学
校）（増加数）

400 時間 H28.3 310

指標②
ＩＣＴ機器を活用した授
業及び学習時間（中学
校）（増加数）

1,000 時間 H28.3 150

指標③ 児童・生徒の理解度 － H28.3 向上

指標④ 英語教育時間 2,000 時間 H28.3 1,732

指標⑤

事業の名称

予定通り事
業終了

　当座、必要となる環境整備が
図られたことによる。今後は民
間事業者による認定こども園
開設などの環境変化に対応
し、保育園、幼稚園及び認定こ
ども園共通の一貫したカリキュ
ラム等を検討する。

28年度予算額　―

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金事業（地方創生先行型）の実施結果及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況

【目的】
　高齢化の進展に伴う要介護認定者等の増加に
より、介護サービスの担い手である介護人材の需
給が逼迫していることから、介護サービス提供体
制の充実を図るとともに、市内における雇用の促
進と人材の定着化に資するため、介護分野におけ
る人材の確保及び育成を行う。

【概要】
　市内の介護事業所等に対して介護職員初任者
研修の実施を委託し、当該研修に要する費用を支
出
・全体事業費　3,000千円（研修費用10万円／人×
30人）

【目的】
　子育て総合支援センターにおいて、在宅で子育
てをしている家庭の３歳児を対象に新たな親子支
援プログラムを実施するとともに、幼保一元化施
設（市立保育園及び幼稚園）においても新たなプ
ログラム等を実施するなど、子どもの保育及び幼
児教育環境の整備を図る。

【概要】
　子育て総合支援センターにおける新たな親子支
援プログラムの実施など、保育及び幼児教育環境
の改善のために必要となる人員を雇用するととも
に、教材用備品等を購入
・全体事業費　5,297千円（臨時職員（保育士等２
名）の雇用経費3,331千円のほか、子育て総合支
援センター等における備品購入費）

【目的】
　官民一体となって観光振興事業を実施する組織
として設立された「鴨川市観光プラットフォーム推
進協議会」について、同協議会が主体となって行
う誘客活動を促進し、組織の機能強化を図る。

【概要】
　協議会が行う、ブランディングとプロモーション活
動を地域が一体となって推進するためのアクショ
ンプランの策定や、専門的技能を有する人材の活
用による効果的な誘客活動の実践などを支援
・全体事業費
　補助金　15,000千円（アクションプラン策定経費、
専門的人材雇入経費）

【目的】
　児童・生徒の学力と教師の指導力の向上を図
り、ひいてはICT活用による地域の活性化等に資
するため、タブレットPC等ICT機器を効果的に活用
した授業及び学習の実践方法等について研究を
行うとともに、特色ある教育環境の創造にも資す
るため、幼稚園及び小学校を含め、英語教育を推
進する。

【概要】
　ICT機器の使用や教材作成を支援するICT支援
員を市内の小中学校に派遣するともに、各1校を
指定校とし、ICT機器を効果的に活用した学習方
法等について研究を実施。また、英語教育推進の
ための人員を派遣
・全体事業費20,474千円（ICT教育支援に係る経
費4,000千円、英語教員派遣経費3,000千円のほ
か、タブレットPC等購入費）

　市内の事業所に委託し、介護職員初任者
研修を実施した。

・委託事業所数　10事業所
・受講者数　17人
・研修費用（一人当たり平均） 58,973円

　子育て総合支援センターにおける新たな親
子支援プログラムの実施など、保育及び幼児
教育環境の改善のために必要となる人員を
雇用するとともに、同センター及び市立保育
園等で使用する教材用備品等を集中的に整
備した。
・雇用者数　３名（保健師１名、保育士２名）
・購入備品　３歳児用椅子、保育用テーブル、
献立ケース、避難車、加湿器、積み木、電子
ピアノ（オルガン）
・プログラム　子育て総合支援センターにおけ
る未就園３歳児向けプログラムの実施、保育
園等における食育・音楽プログラムの充実

　鴨川市観光プラットフォーム推進協議会に
対して鴨川市観光プラットフォーム組織機能
強化事業補助金を交付し、アクションプランの
策定や、専門的技能を有する人材の活用に
よる効果的な誘客活動の実践などを支援し
た。

・観光アクションプランの策定
・旅行業務取扱管理者及びＷＥＢ専門員の雇
用

※旅行商品は平成26年度の102件から149件
へ増加
　旅行者数（宿泊と体験の延べ人数）は平成
26年度の2,410人から3,677人へ増加

【ＩＣＴ活用教育推進事業】
　小学校及び中学校各1校を指定校とし、ICT
機器を効果的に活用した学習方法等につい
て研究を実施した。また、ICT機器の使用や
教材作成を支援するICT支援員を市内の小
中学校に派遣した。

・タブレット機器80台（40台×２校）及び関連ソ
フトウェアの購入
・ＩＣＴ支援員の派遣（平成27年６月～28年３月
までの間に４時間／回、各校50回ずつ）

※安房東中学校では、校内の通信環境が悪
く、授業等での活用が伸び悩んだ。

【英語教育推進事業】
　英語教育推進のための人員を雇用し、市内
の小中学校及び幼稚園に派遣した。

・雇用者数　３名（通年２名、半年１名）

1,002,000

4,635,000

15,000,000

12,712,000

Ｂ：地方創生に相当程度効果があっ
た。

［所見］
　所期の指標値には及ばなかった
ものの、総合戦略の基本目標であ
る定住人口の増加及び雇用の創出
に一定程度つながったと考えられ
る。

Ｃ：地方創生に効果があった。

［所見］
　所期の指標値を達成し、子ども・
子育て支援環境の充実につながっ
た。
　なお、総合戦略では保育サービ
ス・施設及び子育て支援策等に対
する満足度の向上を基本目標とし
ているが、これは５年ごとのアン
ケート結果をもって把握する予定で
あるため、本事業による効果は短
期的に検証できない。

Ａ：地方創生に非常に効果があっ
た。

［所見］
　所期の指標値を大きく上回り、総
合戦略の基本目標である観光入込
客数の増加につながった。
　また、総合戦略では、鴨川版ＤＭ
Ｏの形成を重点施策の一つとしてお
り、アクションプランの策定により、
この推進に向けた基盤が整備され
た。

Ｃ：地方創生に効果があった。

［所見］
　児童・生徒の理解度は向上したと
の評価が得られているが、全般的
に所期の目標値を下回っている。
　ＩＣＴ機器を活用した教育について
は、28年度までの２年間で試験的
に実施する取組であり、中期的に効
果を検証すべきである。
　なお、総合戦略では、重点施策の
一つとして鴨川の未来創生（人財育
成）を掲げ、特色ある教育の推進を
展開の方向としており、この方向性
に即した取組である。

実績値を踏まえた事業の今後について

指標

1 介護人材確保・育成事業 3,000,000 1,002,535 事業の継続

No

事業の継続

　引き続きタブレットＰＣ等ＩＣＴ
機器を効果的に活用した授業
及び学習の実践方法等につい
て研究を行うとともに、幼稚園
及び小学校を含め、英語教育
を推進する必要がある。
　なお、安房東中学校において
は、通信環境の改善を図る。

28年度予算額　2,500千円（英
語教育推進事業分）

事業目的・概要
※計画時点

本事業における重要業績評価指標（KPI） 本事業終了後における実績値

追加等更に
発展させる

　観光プラットフォーム推進協
議会において、アクションプラ
ンに基づく活動を展開するとと
もに、日本版ＤＭＯとしての登
録を目指し、組織の機能強化
と自立化を図るための取組を
引き続き支援する。

28年度予算額　11,152千円（27
年度からの繰越額の一部）

4 ＩＣＴ活用教育等推進事業 20,474,000 19,208,532

3
観光プラットフォーム組織機
能強化事業

15,000,000 15,000,000

　引き続き介護サービス提供
体制の充実を図るとともに、市
内における雇用の促進と人材
の定着化に資するため、介護
分野における人材の確保及び
育成を図る必要がある。
　なお、平成28年度において
は、対象を非正規職員だけなく
正規職員に広げるとともに、介
護職員初任者研修だけではな
く介護福祉士の資格取得者に
も広げることで、受講者数の増
加を図る。

28年度予算額　3,000千円

2 子ども支援環境整備事業 5,297,000 5,157,499

事業実績


